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1. はじめに 

今後、少子高齢化と電子商取引市場拡大の影響により、商業施設の売上環境は悪化する見通しであ

る。拙稿の「商業施設売上高の長期予測」の分析では、商業施設売上高は 2035 年までに約 13%減少

する見込みである1。商業施設のテナントの賃料負担力は売上高と密接に関連している。そのため、

売上が低迷すれば、賃料引き下げやテナント撤退などにつながり、商業施設の投資収益を押し下げる。 

しかし、商業施設の売上環境の弱さは今に始まったことではない。2016 年の小売業販売額は 139.9

兆円と、ピークである 1996 年の 146.3 兆円より依然低い（図表 1）。ボトムとなった 2002 年の 132.3

兆円からは緩やかに回復しているものの、2016 年の名目 GDP が 537.1 兆円と過去最高を更新したこ

とと比較すると、小売業の回復の足取りは重い。 

それでは、商業施設の売上環境はなぜ弱いのだろうか。以下では、商業施設の売上環境について個

人消費の側面から概観した上で、変動要因分析を行い、これまでの売上環境低迷の原因を探る。 

 

 

 

                                                   
1 佐久間(2017)「商業施設売上高の長期予測～少子高齢化と電子商取引市場拡大が商業施設売上高に及ぼす影響～」、ニッセ

イ基礎研究所、基礎研レポート（2017 年 8 月 31 日）を参照 

出所：経済産業省「商業動態統計」を基にニッセイ基礎研究所作成 
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図表 1 小売販売額の推移 
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2. 商業施設の売上環境の推移 

ここでは各世帯の消費支出のうち商業施設の売上に繋がる品目を「物販･外食･サービス支出」として

集計し、世帯数を乗じることで、日本全体の物販･外食･サービス支出の推移を試算した。物販･外食･サ

ービス支出は商業施設の潜在的な売上規模を表す。 

 物販･外食･サービス支出について、ピークである 1999 年を 100 として、その推移を確認する（図表 2

の棒グラフ）。同支出は、1984 年の 72.7 から 1999 年まで拡大したが、その後は減少傾向にあり、2014

年は 93.1 と 1999 年から 6.9%減少している。また小売業販売額も同じく 1999 年を 100 として比較する

と、物販･外食･サービス支出と同様の推移を辿っていることがわかる（図表 2 の折れ線グラフ）。 

 

  

3. 1999 年以降の物販･外食･サービス支出減少の背景 

1999 年から 2014 年にかけて物販･外食･サービス支出は減少したが、この期間における背景として、

（1）物販･外食･サービス支出、（2）可処分所得、（3）貯蓄率、（4）消費支出に占める物販･外食･サー

ビス支出の割合について、年齢毎2の変動を確認する。 

 

（1）物販･外食･サービス支出（図表 3） 

35～64 歳（-3.7 万円～-3.0 万円）は大きく減少しており、34 歳以下（-2.3 万～-2.0 万）と 65 歳以

上（-2.4 万～-2.0 万）は小幅にとどまっている。そのため、物販･外食･サービス支出は全年齢で減

少しているが、35～64 歳の減少が全体を大きく押し下げたことが推察される。 

                                                   
2 年齢毎 = 各世帯の世帯主の年齢 （以下同様） 

図表 2 日本の物販･外食･サービス支出の推移 

出所：総務省「全国消費実態調査」、国立社会保障･人口問題研究所「人口統計資料集」、

経済産業省「商業動態統計」を基にニッセイ基礎研究所作成 
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（2）可処分所得（図表 4） 

40 歳以上の世帯で可処分所得が大きく減少している（-8.0 万円～-5.4 万円）。一方、39 歳以下の減

少幅は限定的である（-2.3 万円～-0.6 万円）。中年世代は可処分所得の減少が大きく、また物販･外

食･サービス支出の減少も大きい。一方で、高齢世代は可処分所得減少が比較的大きいにも係らず同

支出の減少が小幅にとどまっている。また若年世代は可処分所得減少が限定的なのにも係らず物販･

外食･サービス支出が減少している。 

 

 

（3）貯蓄率（図表 5） 

34 歳以下は貯蓄率が上昇しており（+2.9%～+8.7%）、このため可処分所得減少が限定的なのにも係

らず物販･外食･サービス支出が減少していたことが分かる。一方 60 歳以上は貯蓄率が大幅に低下し

ており（-8.2%～-7.0%）、そのため可処分所得減少と比較して支出減少が抑えられたことがうかがえ

る。また 35～59 歳の貯蓄率の変動は限定的で（-3.0％～+2.8%）、可処分所得減少が物販･外食･サ

ービス支出減少に直結したことが分かる。 
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図表 3 年齢毎の物販･外食･サービス支出の変化（1999 年→2014年） 

 

注：総世帯、勤労者世帯 

出所：総務省「全国消費実態調査」を基にニッセイ基礎研究所作成 
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図表 4 年齢毎の可処分所得の変化（1999 年→2014年） 

注：総世帯、勤労者世帯 

出所：総務省「全国消費実態調査」を基にニッセイ基礎研究所作成 
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（4）消費支出に占める物販･外食･サービス支出の割合（図表 6） 

消費支出に占める物販･外食･サービス支出の割合は、39 歳以下で大きく低下しており、（-8.9%～

-2.7%）、貯蓄率上昇に加え、住居費などその他の支出が増加したためだ。一方、40 歳以上の低下幅

は比較的小さい（-3.6%～-0.4%）。 

 

 

次に、物販･外食･サービス支出の変化を品目別に確認する。年齢毎の傾向を見ると、（1）59 歳以下 

と（2）60 歳以上で異なる（図表 7）。 

  

（1）59 歳以下 

食料、家電、被服･靴、書籍、教養娯楽用品、外食、観覧･入場料等、交際費が主に減少した（図表

7 の緑色箇所）。娯楽的な消費だけでなく、衣食住など幅広く支出を減らしていることが特徴的であ

る。消費行動に関する変化としては、39 歳以下で書籍や教養娯楽用品、観覧･入場料等など時間消

費型の支出が 4.1～6.0 千円/月減少しており、デジタルコンテンツが既存の娯楽商品･サービスのシ
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図表 5 年齢毎の貯蓄率の変化（1999 年→2014年） 

注：総世帯、勤労者世帯 

出所：総務省「全国消費実態調査」を基にニッセイ基礎研究所作成 
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出所：総務省「全国消費実態調査」を基にニッセイ基礎研究所作成 

図表 6 年齢毎の消費支出占める物販･外食･サービス支出割合の変化 

（1999 年→2014年） 



 

 

 

 

 

 

 

 

5｜               ｜不動産投資レポート 2017年 9月 21 日｜Copyright ©2017 NLI Research Institute All rights reserved 

ェアを奪っている影響と考えられる。 

（2）60 歳以上 

家具･寝具、家電、被服･靴、旅行サービス、交際費が主に減少した（図表 7 の青色箇所）。一方で、

医薬品、日用品、外食、医療サービス、観覧･入場料等への支出を増やしている（図表 7 の赤色箇所）。

旅行サービスを 0.9～4.3 千円/月減らす一方で、外食や観覧･入場料等を 1.8～3.6 千円/月増やしてい

ることから、近場での外出を楽しむ傾向が強まっていることが示唆される。 

 

 

以上をまとめると、1999 年以降は全ての年齢で物販･外食･サービス支出が減少したが、特に中年世代

が大きく減らしている。中年世代の物販･外食･サービス支出減少は、可処分所得減少が主因である。貯

蓄率や消費支出に占める物販･外食･サービス支出の割合に大きな変化は見られないため、可処分所得減

少が物販･外食･サービス支出を押し下げたことがわかる。品目別で見ても全般的に支出を減らしており、

節約型の消費行動を取っていたことが推測される。 

また、若年世代と高齢世代は、可処分所得の変化に対する物販･外食･サービス支出の減少要因が中年

世代と異なる。若年世代は可処分所得減少が限定的だが、物販･外食･サービス支出を減らしている。こ

れは貯蓄率上昇に加え、支出を減らした品目が可処分所得減少の減った中年世代と同様であることから、

節約型の消費行動を取ったためと推測される。中年世代の可処分所得減少を目の当たりにして、将来の

経済的な不安が高まり、支出を減らした可能性が高い。また商業施設の売上高に繋がらない支出が増加

したことも物販･外食･サービス支出が減少した背景にある。若年世代では特に住居費が大きく増加して

いる。他にも通信費や光熱費が増加しているが、これは全ての世代に共通している。 

高齢世代は、可処分所得減少と比較して、物販･外食･サービス支出の減少幅が小さい。その理由は、

貯蓄率が低下していることである。収入は少ないが資産は多い傾向のある高齢世代は、可処分所得の変

化に対する物販･外食･サービス支出の変動が相対的に小さいことがうかがわれる。品目別に見ても、中

年世代のような節約型のような傾向は見られず、可処分所得減少ではなく、外食を増やすなど生活様式

の変化により支出品目が変化したものと推測される。 

 

 

（単位：千円/月）

平均 ～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～

物販･外食･サービス -25.1 -23.4 -19.5 -23.6 -29.3 -40.5 -35.7 -34.5 -34.5 -27.8 -13.6 -13.1 -4.2

  物販 食料 -6.1 -4.5 -1.2 -5.9 -8.0 -15.6 -15.9 -12.0 -8.7 -3.3 -1.5 -0.6 0.5

家具・寝具 -0.9 0.2 0.0 0.3 -1.1 -0.7 -1.0 -1.2 -1.7 -1.2 -0.5 -1.0 -1.1

家電 -1.9 -1.1 -1.4 -3.7 -3.5 -1.8 -2.9 -1.8 -1.8 -1.7 -1.6 -0.2 -0.5

被服・靴 -4.3 -5.3 -3.2 -1.5 -1.6 -3.4 -3.9 -5.2 -3.8 -4.5 -3.9 -3.7 -1.0

書籍 -1.1 -2.1 -1.2 -2.4 -2.7 -1.6 -1.0 -0.9 -0.8 -0.6 -0.7 -2.5 0.0

教養娯楽用品 -0.6 -0.9 -0.4 -0.9 -1.1 -1.0 -0.4 -0.5 -0.8 -0.2 0.3 0.3 0.0

医薬品関連 0.7 -0.2 -0.5 -0.4 -0.1 -0.2 0.1 1.0 0.4 0.7 0.7 0.7 1.2

日用品 0.4 0.2 0.2 0.2 1.0 0.2 0.4 0.3 0.4 0.7 1.0 0.6 0.9

  外食 -1.7 -5.7 -3.6 0.1 -2.5 -2.5 -0.5 0.8 0.3 1.8 2.0 1.3 0.4

  サービス 旅行サービス -1.2 0.0 -0.2 -1.7 -1.5 -0.6 -1.3 -0.5 -2.3 -4.3 -2.7 -1.8 -0.9

理美容サービス -0.1 1.0 -0.1 -0.2 0.0 -0.2 0.6 -0.2 -0.4 -0.8 -0.7 -0.8 -0.3

医療サービス 0.8 -1.2 -0.2 -1.1 0.1 -0.2 1.2 0.5 0.4 0.7 0.9 0.7 1.3

観覧・入場料等 -0.3 -1.1 -2.5 -2.0 -2.3 -2.8 0.2 -0.2 0.7 0.0 1.6 1.7 1.6

交際費 -6.9 -2.0 -4.3 -3.3 -4.9 -8.0 -8.6 -12.5 -14.2 -13.4 -7.1 -6.6 -5.7

図表 7 年齢毎の物販･外食･サービス支出･品目の変化（1999 年→2014年） 

注：総世帯、全世帯 

出所：総務省「全国消費実態調査」を基にニッセイ基礎研究所作成 
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4. 商業施設の売上環境の変動要因分析 

それでは物販･外食･サービス支出を押し下げた要因は何なのだろうか。物販･外食･サービス支出の変

化を下記の（1）所得要因、（2）消費行動要因、（3）人口･世帯要因の 3 つに分解することで、これまで

の物販･外食･サービス支出変化の理由を探る（図表 8）。 

 

（1）所得要因 

各世帯の可処分所得の増減によるもので、可処分所得が増加すれば支出が増加する。 

 

（2）消費行動要因 

各世帯の消費性向や消費品目の選択によるもので、貯蓄率が上昇したり、住居費や光熱費など商業

施設の売上に繋がらない品目の支出が増えたりすると、物販･外食･サービス支出は減少する。 

 

（3）人口･世帯要因 

各世帯の可処分所得や消費行動は、各世帯の年齢によって決まる部分が多く、その傾向は比較的安

定している。年齢毎の可処分所得や消費行動の傾向が変化しなくても、世帯数や世帯構成（世帯人

数や年齢など）が変化することで、日本全体の消費構造が変わってくる。 

 

 

図表 8 分析の概要 

⊿日本全体の物販･外食･サービス支出 

= ⊿年齢毎の世帯当たり物販･外食･サービス支出×⊿年齢毎の世帯数 

= {⊿年齢毎の可処分所得×(1－⊿年齢毎の貯蓄率)×⊿年齢毎の物販･外食･サービス支出割合}×⊿年齢毎の世帯数 

（1）所得要因 （2）消費行動要因 （3）人口･世帯要因 

人口･世帯構成

貯蓄

可処分所得
物販

外食

サービス

（3）人口･世帯要因

（1）所得要因（2）消費行動要因

他の消費

年齢毎の可処分所得・消費支出と年齢毎の世帯数を用いて、以下のように物

販･外食･サービス支出の変動要因分析を行った。 

まず、物販･外食･サービス支出の変化は、可処分所得と貯蓄率（可処分所

得に占める貯蓄の割合）、ならびに消費支出に占める物販･外食･サービス支出

割合の変化に分解できる。ここでは可処分所得による物販･外食･サービス支出の

変化を（1）所得要因、貯蓄率と消費支出に占める物販･外食･サービス支出割

合による変化を（2）消費行動要因とした。 

次に、年齢毎の物販･外食･サービス支出に年齢毎の世帯数を乗じることで、日

本全体の物販･外食･サービス支出を求めるが、年齢毎の世帯数による変化を

（3）人口･世帯要因とした。 

ここでは各要因以外は前期から変化しなかったと仮定して算出された物販･外

食･サービス支出の変化を各要因の寄与度とした。 
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物販･外食･サービス支出は、1984 年から 1994 年まで年率+3.0%～+3.7%と大幅に増加し、1994 年か

ら 1999 年も年率+0.2%とプラスで維持した。しかし、1999 年以降は概ね年率-0.6%～-0.3%と緩やかな

減少が続いている（図表 9）。以下では、物販･外食･サービス支出が増加した（a）1884 年から 1999 年

と、減少した（b）1999 年から 2014 年に分けて、各要因の寄与度を確認する。 

 

（a）1984 年～1999 年 

物販･外食･サービス支出は、所得要因と人口･世帯要因の影響で増加した。 

所得要因は 1984 年から 1994 年にかけて年率+2.7％～+3.9%と大きくプラスに寄与した。これは

バブル期前後の賃金上昇によるものである3。1994 年から 1999 年にかけては、金融機関の相次ぐ破

綻など、バブル崩壊の影響が実体経済に顕在化したことで、可処分所得の伸びが急速に落ち込み、

寄与度はほぼゼロとなったが、1984 年から 1999 年を累計すると所得要因は年率+2.4%のプラス寄

与となった。 

消費行動要因は年率-1.2%～-0.7%のマイナス寄与となった。支出の中には食糧などの生活必需品

も含まれ、所得ほど経済環境の変化の影響を受けなかったため、消費行動要因は所得要因と逆の動

きを示す傾向があったことが推察される。 

人口･世帯要因は、年率+1.0%～1.3%と一貫してプラスに寄与した。世帯数が増加したことに加え、

人口割合の大きい「団塊の世代」が消費の多い 50 代に移行する期間であったことが要因である。 

 

（b）1999 年～2014 年 

物販･外食･サービス支出は、可処分所得減少を主因に減少した。 

1999年から 2009年は長引く景気後退の影響により、可処分所得は減少を続け、年率-1.4%～-1.6%

とマイナスに寄与している。2009 年から 2014 年は所得要因が+0.6%となったが、1999 年以降で累

計すると年率-0.8%の寄与となった。 

                                                   
3 物価変動は考慮していないため、所得増加には物価上昇の影響が一部含まれる。 

図表 9 日本の物販･外食･サービス支出の変動要因分解（年率） 

出所：総務省「全国消費実態調査」、国立社会保障･人口問題研究所「人口統計資料集」を基にニッセイ基礎研究所作成 
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消費行動要因は、1999 年以降で累計すると年率-0.1%程度にとどまり、この期間を通して見ると

影響は限定的だった。 

人口･世帯要因は、1999 年以降はプラス寄与が 1%を割り込み、2009 年から 2014 年にかけては

寄与度が年率+0.3%まで縮小した。これは世帯数の増加ペースが減速していることに加え、「団塊の

世代」が最も消費する年齢層から、時間推移と共に消費を減らす年齢層となったことも要因である4。 

 

近年の小売業の売上不振の要因として、「消費離れ」など消費行動要因が指摘されることが多い。しか

し以上の分析からは、可処分所得減少が商業施設の売上環境悪化の原因であったと言える。また前章の

分析もあわせると、消費のボリュームゾーンである中年世代の可処分所得減少が大きく影響したものと

考えられる。若年世代は、中年世代の可処分所得減少による将来の経済的な不安の高まりから、物販･

外食･サービス支出を減らし、貯蓄率を高めたものと推測される。そのため、これも中年世代の可処分所

得減少による影響であると見なせば、上記の分析結果以上に、中年世代の可処分所得減少が物販･外食･

サービス支出を押し下げたことが示唆される。 

 

5. おわりに 

 商業施設の潜在的な売上規模を示す物販･外食･サービス支出は過去 20 年ほど低迷してきた。その背景

として「消費離れ」が指摘されることも多い。しかし、「消費離れ」が起きたのも、消費意欲が低下した

わけではなく、主として可処分所得が減少したためだと考えられる。特に中年世代の可処分所得減少の

影響は大きく、直接的に中年世代の支出が減少しただけでなく、それを見て若年世代が将来の経済的不

安を高めたことで支出を減らしたと推測される。昨今、人手不足を理由に、若手社員や給料引き上げや

非正規社員を正社員化するといった動きが見られる。しかし、それだけでは日本全体の消費は盛り上が

らないのではないだろうか。中年世代が消費のボリュームゾーンであり、若年世代は現在の中年世代に

将来の自分を投影するため、中年世代を含めた幅広い世代の所得向上が望まれる。今後は少子高齢化や

電子市場取引拡大により商業施設を取り巻く環境は悪化することが見込まれるが、景気回復の果実が幅

広く分配されていけば、商業施設の売上環境も底堅く推移する可能性がある。 

 

 

                                                   
4 拙稿の佐久間(2017)「商業施設売上高の長期予測～少子高齢化と電子商取引市場拡大が商業施設売上高に及ぼす影響～」、

ニッセイ基礎研究所、基礎研レポート（2017 年 8 月 31 日）の分析では、人口･世帯要因の寄与度は今後マイナスに転じる見込み

である。 

http://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=56531?site=nli
http://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=56531?site=nli

